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1. はじめに 

 プレストレストコンクリート（以下 PC）は，一般的に高強度・高耐久性のある構造物であるが，周辺の環

境条件によっては，早期の劣化が発生することが確認されている。その原因として，海岸付近における飛来

塩分や寒冷地においては凍結防止剤による塩害が挙げられる。この塩害への対策として，高炉スラグ微粉末

6000cm
2
/g を早強セメントの 50%置換したコンクリート（以下 BFS）を用いた PC 構造物の実績が増加してい

る。現状の道路橋示方書において，飛沫帯における塩害対策は，エポキシ樹脂塗装鉄筋を使用し且つかぶり

厚さを 70mm とすることとされている。飛沫帯に設置された BFS を用いた橋梁の暴露試験調査結果について

の既報 1）から，BFS を用いることにより，示方書に示されているかぶりを低減できることが予想される。本

報告では，この低減されるかぶりを推定することを目的とする。

2. 試験概要 

（1）試験状況 

 塩害対策 S 区分の飛沫帯に位置する橋梁である屋嘉比橋は，塩害対策の一つとして BFS を使用している。

1998 年の竣工以来継続的に BFS の効果確認を実施しており，現在までに竣工直後，1 年後，3 年後および 5

年後の状況確認が実施された。効果確認にあたっては，本橋の調査に加え，試験体を用いた暴露試験を実施

している。本報告における試験データは，試験体を用いた暴露試験により得られたものである。

（2）試験体配合 

試験体のコンクリートの配合を表－１に示す。配合No.1と No.2は，主桁に使用された配合と同一である。

目標強度を満足する水結合材比が高炉スラグ微粉末の使用の有無により異なるため，比較用として早強単味

配合のNo.1と水結合材比を同一とした高炉スラグ微粉末使用コンクリ－トNo.3についても試験を行った。

BFS の目標スランプは，施工性等を考慮して，10cm（早強単味の場合：8cm）とした。

（3）コンクリートの養生 

 試験供試体の養生は蒸気養生で行った。 高温度 60℃を 6 時間保持し，温度降下後の打設後 19 時間で脱

型し，材齢49日まで製品ヤ－ドに保管した。その後，沖縄県大宜味村の暴露試験場に移設し，材齢51日よ

り海洋環境への暴露を開始した。

（4）試験方法  

 試験体は，かぶり 30mm の位置にエポキシ樹脂鉄筋が埋設された，100×100×400mm の角柱供試体であり，

塩化物イオン浸透深さ方向の濃度分布をJIS A 1154（2003.5制定）および日本コンクリート工学協会の試験

表－1 試験体配合一覧 

配合
№

Ｗ Ｃ BFS Ｓ Ｇ ＳＰ
1 0 40 43.5 8±2.5 2±1 160 400 --- 768 1173 3.20
2 50 35 43.0 10±2.5 2±1 160 229 229 732 1143 2.29
3 50 40 43.5 10±2.5 2±1 160 200 200 762 1164 1.80
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方法JCI-SC4の塩化物イオン選択性電極を用いた電位差滴定法に準じた化学分析により測定した。また，

EPMA（走査型電子顕微鏡）分析を合わせて行った。

3. 試験結果 

（1）塩化物イオン濃度 

 塩化物イオン濃度の化学分析結果を図-3に示す。この結果より，3ケースのコンクリート配合において，

埋設鋼材の 小かぶり30mm位置の塩化物イオン量は，鉄筋腐食の限界塩化物イオン濃度1.2kgには達してい

なかった。配合による塩化物イオンの浸透の違いを比較すると，表層 0-10mm の塩化物イオン濃度は，配合

No.3が も高くなった。また，10mmより深い領域では，高炉スラグ微粉末を混和した配合No.2，3の塩化物

イオン濃度は，概ね配合No.1の半分以下となっており，高炉スラグ微粉末の混和によってコンクリート内部

への塩化物イオンの浸透が抑制される結果となった。高炉スラグ微粉末の混和により表層部の表面塩化物イ

オン濃度が高くなる傾向や，硬化体の塩化物イオンの固定化率が高まることは，既報 1）,2）の通りである。BFS

では，表面から浸透した塩化物イオンが表層部に留められる割合が多くなるために表面近くの塩化物イオン

濃度が高くなるものと考えられる。また，配合No.3より配合No.2の方が表層部の塩化物イオン濃度が高く

なっているのは，水結合材比が小さいほど結合材量が多く，表層部での固定化率も高いためと推察される。

また，写真-1 に示した EPMA 写真からも，BFS は早強単味配合よりも塩分浸透抑制効果が現れていることが

確認できる。ここで，本試験において，海側よりも山側の方が塩分量が多いが，これは，海側からの風が山

側にて吹き返される暴露環境であることが影響しているものである。 

（2）塩化物イオンの拡散係数 

早強単味および BFS については，図-3に示した全塩分濃度分布から式（1）3）を用い， 小二乗法によっ

て見掛けの拡散係数と表面塩化物イオン濃度の値を算定した。また，比較として，普通コンクリートおよび

高炉セメント B 種を用いた場合の拡散係数を，式（2）および式（3）4）より算出した。

塩化物イオン濃度＝C0｛１－erf(X／2√(Dd･ｔ))｝                                     （1）

log Dd = －3.9 (W/B)
2 ＋7.2 (W/B) －2.5 （普通ポルトランドセメントを使用する場合）  （2）

log Dd = －3.0 (W/B)
2 ＋5.4 (W/B) －2.2 （高炉セメントやシリカヒュームを使用する場合） （3）

ここに，C0：表面塩化物イオン濃度（kg/m3），X：表面からの深さ（mm），t：材齢（年），Dd：見掛けの拡散

係数（cm/年），W/B：水結合材比（％） 

この結果，表-2より，BFS の塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を拡散係数で評価すると，同一水結合材

比の配合 No.3 は，早強単味 No.1 より 2～5 割減少し，屋嘉比橋の主桁に使用された配合 No.2 では，6～7  

（a）配合 No.1 
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表-2 塩化物イオン拡散係数算定結果 

海側 山側
1 0.185 0.164 暴露ﾃﾞｰﾀ
2 0.054 0.071 暴露ﾃﾞｰﾀ
3 0.093 0.125 暴露ﾃﾞｰﾀ
4 コンクリート標準示方書
5 コンクリート標準示方書

拡散係数Dp（cm2/年）
備考

結合材 水結合材比（％）
40

Ｈ＋ＢＦＳ（50％） 35

配合条件

高炉セメント 35

No.

0.570
0.210

Ｈ＋ＢＦＳ（50％） 40
Ｎ 40

Ｈ

図－4 コンクリートの拡散係数（暴露5年） 

割減少した。また，図－4は，2002年版コンクリート標準示方書改訂資料 5）に示されている拡散係数と本暴

露試験から求めた拡散係数を比較したものであるが，今回得られた早強単味とBFSの拡散係数は，いずれも

示方書に示されたものよりも低い値となっている。 

 

4. 考察 

BFSは，通常のコンクリートの約2倍のAl2O3を含有しており，塩分がコンクリート内部へ拡散することを

抑制するフリーデル氏塩の生成量が多いことや，コンクリートの透水係数が通常のコンクリートよりも約 1

桁小さく，物理的な塩分浸透抑制効果があること，および高炉スラグを使用したコンクリートの酸素の拡散

係数が通常のコンクリートよりも小さく，鉄筋の錆の発生抑制に寄与するといった，化学的･物理的特性を有

する塩害抑制効果の高い材料である｡ここで，道路橋示方書 6）における塩害区分と海岸線からの距離および

かぶりの関係とコンクリート標準示方書 3）による海岸からの距離と表面塩化物イオン量の関係を組み合わせ

た表-3より，表面塩化物イオン量を S 区分の飛沫帯である 13.0kg/m
3とし，表-2に示された各配合における

塩化物イオンの見かけの拡散係数および式（4）4)により，供用期間 100 年時点での各配合におけるエポキシ

樹脂塗装鉄筋素地表面の塩化物イオンの濃度とかぶりの関係を予測した。 

end

ep

d
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c
D
c

t
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2
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ここに，C0：表面塩化物イオン濃度（kg/m3），γcl：安全係数，ｔ：材齢（年），ｃ：設計かぶり（mm），

ｃep：エポキシ樹脂塗膜厚（mm），Dd：コンクリートの見掛けの拡散係数（cm/年），Dend：エポキシ樹脂の

見掛けの拡散係数（cm/年）

この結果，鋼材腐食限界の塩化物イオン量 1.2kg/m
3に達する鋼材のかぶりは，配合 No.1 の場合には 42mm

であるのに対し配合 No.2 は 25mm，配合 No.3 は 33ｍｍであり，早強単味（水結合材比 40%）と比較して，

BFS（水結合材比 35％）の場合には約 0.6 倍の値となり，BFS（水結合材比 40%）の場合には 0.8 倍の値とな

る。道路橋示方書の塩害対策では，エポキシ樹脂塗装鉄筋を使用する場合には早強単味において 70mm のか

ぶりが必要であるが，上記の鋼材腐食限界に達するかぶり厚さの比から，BFS においては，水結合材比が 35%

の場合は，70mm×0.6＝42ｍｍとなり，水結合材比が 40%の場合は，70mm×0.8＝56ｍｍとなる。本予測に

用いた拡散係数等は，本現場での限られたデータから求めたものであり，一般的な数値として扱うことは現

時点では困難であるが，傾向としては妥当なものと考えられる。このことから，早強単味配合と比
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表-3  表面塩化物イオン量 

かぶり 対策区分

0.5km 2.0kg/m3

35mm Ⅱ
100mをこえて300mまで 0.25km 3.0kg/m3

300mをこえて500ｍまで 0.5km 2.0kg/m3

3.0kg/m3

50mm Ⅰ、Ⅱ

海上部および海岸線から100mまで 0.1km 4.5kg/m3

100mをこえて300mまで 0.25km 3.0kg/m3

300mをこえて500ｍまで

13.0kg/m3

汀線付近 9.0kg/m3

0.1km 4.5kg/m3
70mm S、Ⅰ

海上部および海岸線から100mまで

飛沫帯

100mをこえて300mまで 0.25km

道路橋示方書 コンクリート標準示方書

海岸線からの距離 海岸からの距離 表面塩化物イオン量

較した場合，BFS を用いることにより，同

レベルの塩害抑制効果を現行の基準以下の

かぶりで実現できると考えられる。特に，

早強単味配合の場合にエポキシ樹脂塗装鉄

筋と 70mmのかぶりが必要とされる条件に

おいて，早強単味配合の代わりに BFS の配

合 No.2（水結合材比 35%）を使用した場合

には，エポキシ樹脂塗装鉄筋と 50mm 以下

のかぶりで対応できると考えられる。

5. まとめ

本報告について以下にまとめる。

 ①飛沫帯における 100 年供用後の鋼材腐食発生限界塩分量（1.2kg/m
3）到達浸透深さを，本暴露試験から

予測したところ，BFS は早強単味の約 0.6 から 0.8 倍のかぶり厚さであることが確認された。

 ②飛沫帯における現行の塩害対策のかぶりである 70mm を，BFS を用いることにより低減できる傾向が確

認され，特に水結合材比 35％の場合には，50mm 以下として設計できる可能性が示された。

 ただし，サンプルデータが少ない現状であるため，今後，拡散係数の精度の向上を目的として，本試験に

おけるデータの収集を継続する。また，水結合材比の影響等を含め，本報告物件以外の環境条件・配合によ

るデータについても蓄積を行いたいと考えている。

[謝辞]本報告を行うにあたり，「塩害に対応した高耐久性 PC 橋の建設に関する研究委員会」の方々に多大な
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図－5 100年後の塩化物イオン濃度とかぶり位置 
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